
危機管理対策本部会議

日 時：平成 年 月 日（火） ～21 4 28 9:00
場 所：県庁 階特別会議室3

◎ 協議事項

新型インフルエンザ発生に伴う県の対応方針について







３ 発生初期段階に検討・実施すべき主な対策

⑴ 海外において新型インフルエンザが発生した場合〔発生段階Ⅰ〕

海外において新型インフルエンザが発生した場合には、危機管理対策本部を設置す

ることになるが、その際、各部局で検討、実施すべき主な対策は次のとおりとする。

部 局 名 主 な 対 策

危機管理局 □危機管理対策本部及び危機管理会議の招集・運営

□対策の実施等についての全庁の総合調整

□県民への積極的な情報提供

□消防機関との連携

□ライフラインの維持に関する事業者との連携

企画総務部 □県内私立学校への情報提供等

・最新情報を提供し、児童・生徒、教職員、保護者等への周知

徹底

・発生地域等への留学生や修学旅行、発生地域等からの帰国者の

有無の調査

・国内発生に備え、緊急時の連絡責任者の再確認

□職員に対する予防、感染拡大防止に関する周知

県民環境部 □保健環境センターの体制整備

・県内発生期に備え、保健福祉部と連携し、人的体制やウイルス

検査試薬の確保等、物的側面も含め検査体制の整備

□在県外国人への情報提供

□外務省等からの情報収集（発生国への渡航制限情報等）

保健福祉部 □厚生労働省や関係機関からの情報収集

□県内各保健所及び感染症・疾病対策室に新型インフルエンザ発熱

相談ホットラインを設置

□県医師会及び保健医療関係団体と連携し、感染予防策や県内発生

期の対応について再度徹底

□社会福祉施設等への情報提供及び感染予防対策の徹底

□保健所での疫学調査、検体搬送等の体制の再確認

□入院対応医療機関との連携及び情報の共有化

□医薬品卸売業者と連携し、抗インフルエンザウイルス薬の市場流

通状況を再確認

□県備蓄の抗インフルエンザウイルス薬の配布方法の調整

□火葬場の処理能力の再確認、遺体の取扱いについて市町村へ指導

商工労働部 □発生国への県内進出企業の社員、家族の健康状態等確認及び進出

企業から現地の状況変化等の情報収集

□発生国への県人旅行者の状況把握

□商工団体及び観光協会等関係団体への情報提供及び対応状況等の

情報収集

部 局 名 対 策

農林水産部 □農林水産関係団体への情報提供及び対応状況等の情報収集

□食料輸入についての情報収集及び農林水産物の輸入減少が予測さ

れる場合等の農林水産省との連携

□発生国付近での漁船操業者の確認

県土整備部 □県内交通機関、関係団体への情報提供及び対応状況等の情報収集

□国土交通省等との連携及び情報収集

□水際対策での防疫措置や医療活動の支援

南部総合県 □保健所の体制の確認

民局、西部 □管内市町との連絡の強化

総合県民局 □局内の連絡調整や応援体制の整備

企 業 局 □事業継続の体制整備のため、職員及び関係機関に対し、感染予防

策、感染が疑われる場合の対応について周知徹底

病 院 局 □県立病院への体制整備指示

・特に、病床の確保、発熱外来設置及び院内感染対策の検討並び

に備蓄品の状況確認

教育委員会 □公立学校の児童生徒等や保護者、教職員に最新情報や感染予防に

必要な留意事項を周知徹底

□関係機関との緊急連絡網の確認

□発生国への修学旅行の有無の確認

有る場合には、参加した児童生徒等・教職員の健康状態の把握

□発生国への修学旅行の禁止、周辺国への修学旅行の自粛

□発生国からの帰国者がいる場合の健康の確認

□発生国からの帰国者が風評等により不当な扱いを受けることがな

いよう冷静な対応を要請

□発生国の日本人学校に本県からの派遣者がある場合には、文部科

学省と連携し本人との連絡を確保

県警察本部 □水際対策の支援要請等に伴う警戒活動及び交通規制

□住民の不安感に乗じた犯罪の予防及び取締り


